



2 教育相談の内容……・…...・H ・....・H ・....……・…一…・…・・………………………… 2 
3 心理僚法への移行率一-
4 特殊児童に関する心理測定等.・ H ・H ・H ・....・ H ・…・…・-…-…....・ H ・..・H ・...・ H ・.. 4 





250 ，昨年度からの縦銃ケース数16である。ただし，ここでいうケーヌとは ，一人の幼児 ・児童 ・生徒
(以下 子どもという)の教育上の問題K関する相談 ，学生，教師自身の問題K関する耗骸左どを 1ケ
ースと し，電話や文警に よる問い合わせや相談などは含めていない。この新規受迎 250ケースのうち，
当センター教育相談室K扱いて「子どものための教脊相談」として受理し，相談を実施したのが98ケー
ス(表ーl参照)であt • 特殊学級の開設左ど設置K伴う心理測定などのために ， 出強相談を実施した
のが 152ケース(表一5参照)である。当教育相談部としても ，これらの要望K応じて ，できる限タ相
談を受け ，要請に応ずる とともに ，出張相談を実施しているが ，現在のと ころ，来談者の方 の々ための
相談治療に追われているのが現状であって ，設念ながらすべての嬰鐙K応じきれないのが実状である。
なな，との総ケース数 266という数は ，昭和39年度 162ケース ，昭和40年度 152ケースをはるかによ回
9 ，教育相談 ・特務教育Kついての関心の高まタがうかがわれる。
表一I 教育相談新規受理ケース数 ( )……係
戸主 4 5 6 7 8 9 10 11 12 3 小 計 A 口 総男女 男女 男女 男k男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 計 計
幼 在家児 21 1 6 ~ 0 
児 園児 1 1 1 1 2 11 3 11 1 31 3 21 4 21 3 3 1 81 1533 00.8 ) 
児 低学年 3 2 91 2 1 34 
中学年 I1 2 1 2 1 1 2 91 7 16 (14.7 ) 
章
両学年 11 1 6 
主主 中学生 2 11 1 1 1 11 3 61 6 12 20 
徒 高校生 3 2 l 71 1 & I ~O.4) 
一 般 1 1 3 4 (4.1) 
月別小言十 11 3 41 1 51 2 31 4 61 3 91 3 31 2 101 4 41 3 51 4 11 51 3 Os64 34 
丹別合計 5 7 9 1 2 5 14 7 9 16 3 98 (100.0) 




いて ，だいたい 1...3名である。というのは ，年長の子ども ・子どもの保護者・子どもの担任教師など
表-2 教育相談実施回数(捨人数)
p三崎 5 6 7 8 9 1 P 1I J 2 1 I 2 3 小 計 総男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 男女 計 計
幼 在家児 161 6 191 7 201 8 J 9 ~ 1 6 24 201 2 J 6 10 6 J 213 2 170 32 202 
児 6120 
452 
園児 6 6 161 3 13 71 9 4113 21 J 9 19 1611 g 14 22 14117 6112 138 250 
児 世学年 33 12118 9128 12134 26 23 29 30 23 1 9 26 51 8 61297 44 341 
重
中学年 61 9 4 1 0 121 9 2111 61 3 141 4 121 8 41 2 61 1 41H 8120 61 76 99 1 75 632 
高学年 41 4 4110 41 4 8 121 5 16 6 8 8 9 6 91 25 116 
生 中学生 5 4 31 3 31 6 3 18 131 31 
徒 高校生 41 3 31 3 51 8 31121 1 71 5 41 8 412 21 3 5 2 43 44 87 
18 
一 般 2 21 1 1 1 13 2 15 
同月I!小計 59 40153 391 77 62169 45 50 2017 ( 37 71140 92 25167 23157 18191 30 55 181820 397 
月別総計 99 92 139 114 70 I1 G 11I 117 90 75 121 73 1.217 
〈法〉 教育相談実施総延回数=(新規 ・継続教育相談実施延回数)+ (特殊児意判別等主主回数)






てなり， 6只-ll月までと学年末(ただし .3対14円現在であるため ，約半数となっている)(!c集中し
ている ζとは，例年と傾向が同じである。なな ，子どもの発達段階男I!では，幼児が最も多<，次いで児
童である。本年度の傾向としては，幼児が減少し (63ケースから40ケー ス(!C) .中学生が増加(6ケー
スから12ケー ヌ(!C)したこと ，児童話低 ・高学年 ，なよび高佼生の lケース 当りの平均娃回数がふえたこ
となどが指摘できる。これは，それだけ問題の解決が困難であ.9.深刻!な恢lみであることをうかがい知
ることカ1できょう。









表-3 教育相談新規受理ケ スー内容 ( )・…・・%lb幼児 児童 生徒 一 般 性免1計 !在調尼園児 低浮年中学年連詳年 中学生高校生 総書十
男女男女 男 女 男女男 女 男 女男 女 男女 男女
知能 ・学業I2 71 3 61 3 2 22 12 34 (34.7) 
性格・行動 91 6 51 2 31 4 2 11 5 31 6 36 17 53 (54.1 ) 
進路 ・適性 1 ( 1.0) 
しつけ ・教育 1I 1 2 6 ( 6.1) 
精神身体的健康 3 4 ( 4.1) 
佳別言十 7 I1 1 15 9 21 9 71 6 7 2 21 63 35 
言十 段階;51]到 32 1 16 7 12 8 n 
4 
総i 計 40 34 20 (100.0) 
問題は，学齢期K遥した幼児，なよび ，児Z留の中学年までK多<.主として ，就学VC闘するものと学業
不張κ現ずるものとである。次IfC.最も多い位格・行動VC関する問題は ，各発達郎皆とも多 〈念る傾向
があ.!J.幼児 ・児賓の 50，0% ，中学 ・高校生の 75.0%がこの範ちゅうK含まれる。なかでも，中学・高
校生の登校拒否，幼児の精神的発達遅滞なよび言語障害などが増加する傾向Kある。
3 心理療法への移行率
表-4 教育相談で心理療決を 5回以上実施したケース ( )…・・%
同空 幼児 児童 生徒 一 般 性月I!計|区学年中学年同学年取学生高校生志家児園児 t徒 言十男女男女 男 女男女男女 男 女男女 男女 男女
知能 ・学業 2 ( 59) 
性 格・行動 31 3 6 21 2 2 19 71 26 (764) 
進路 ・適性 。 。(0，0) 
しつげ ・教育 2 。2 (日〉
精神身体的健康 21 1 l 3 4 (118) 
性男I!言十 61 1 31 3 8 21 3 1 2 11 0 01 2 1 01 25 9 
言十 段階別計 6 10 3 34 
経、 言十 13 (38.3) 11 (50.0) 3 (8.8) (2.9) (34.7) 
受理面接以後 5回以上カクンセリシグを継続的K実施した場合 ，一応、 ，カクンセ リング的接触Kよる
治療的効果があると考える。そこで ，新規K受躍した98ケースのうち 5回以上カク ンセリングを継続し
て実施したケースKついて，表-3と同じ手続きを して表示したものが表-4である。





知能・学業K関するfJ曜の移行率は 5.9 %である。(昨年度は 0.0 %) 
性格・行動K関する問題の移行率は 49.1 '秀である。(昨年皮i';1. 31.2 %) 
進路 ・適性K関する問題の移行率は 0.0 %である。 (昨年度は 33.3 %) 
しつけ ・教育K関する問gの移行率は 33.3 %である。 u昨年度は該当原討な し)
精狩身体的健康K関する問題の移行率は 1 Oo.o~である。(昨年度は H5 %) 
以上の治療移行率を全体的Kまとめてみると .34.1% (34ケース)となるo これは昭芹也9年度の54.9% 










表-5 出張相談ケース数 本年度実施した ，入級児判見1]のための資料の収集整理を白的
なよぴ学校数
~ 小学佼 中学校
男 64 29 
女 46 13 












学佼数 12 3 15 
次!tC.心理mlJ定等を実施した児童 ・生徒数は 152名であり，男子が多い。なか ，特殊児童の心理測定
:1どti.出強相談によるものがすべてではなく ，保護者から直接，あるいは幼稚園・学校から紹介され
るものが多く ，それらは ，主として ，表一3の知能 ・学業K関する問題 ，なよび性絡 ・行動K関ナる問
題の範ちゅうに含めてある。このことは ，表-4の心理療法移行率のうち知能 ・学業K関する問題の割
合が，比較的低〈左っ ている理由の Iつであるo
今後も ，特殊教育の関心はますます高ま .!?.特殊学級も増設される ことと考えられるが ，その入級予
定児童の心理測定K関する要望も多〈念る ことであろう。
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